
  議案第２８号 

    幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施

行規則の一部を改正する規則 

 上記の議案を提出する。 

   令和８年３月２７日 

          提出者 板橋区教育委員会教育長 長 沼 豊 

 

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施

行規則の一部を改正する規則 

 幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則（平

成１２年板橋区教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。 

  第１４条第４項第２号中「及び第１８条」を「、第１８条及び第１８

条の３」に改める。 

  第３０条の２第３項中「条例第１８条の３第１項の規定による子育て

部分休暇」を「次条第４項に規定する第１号子育て部分休暇」に、「当

該子育て部分休暇」を「当該第１号子育て部分休暇」に改める。 

  第３０条の３第１項を次のように改める。 

  条例第１６条の３第１項の区規則で定める子は、次の各号のいずれ

かに該当する者であって、満６歳に達する日の翌日以後の最初の４月

１日から満１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある

当該職員の子とする。 

 ⑴ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に基づく身体障

害者手帳、厚生労働大臣が定めるところにより交付された療育手帳

若しくは東京都知事の定めるところにより交付された愛の手帳又は

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２

３号）に基づく精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

 ⑵ 治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第４条第１項の政令で定めるものによる障害



の程度が同項の主務大臣が定める程度である者 

  第３０条の３第８項を第１４項とし、同条第７項に次の２号を加える。 

  ⑷ 子育て部分休暇（条例第１８条の３第１項の教育委員会規則で定

める子を養育する場合に限る。）に係る子が第１項各号に掲げる場

合に該当しなくなったとき（当該子が満１２歳に達する日以後の最

初の４月１日から満１８歳に達する日以後の最初の３月３１日まで

の間にあるときに限る。）。  

  ⑸ 職員が第３項変更をしたとき。 

   第３０条の３第７項を同条第１３項とし、同条第６項を第１２項とし、

同条第５項中「職員の育児休業等に関する条例第１５条の２に規定する

第２号部分休業に係る申出（申出内容の変更による場合を含む。）をし

ている職員については、子育て部分休暇を承認することは」を「次の各

号に掲げる場合については、承認することが」に改め、同項に次の２号

を加える。 

  ⑴ 第２号部分休業に係る申出（申出内容の変更による場合を含む。）

をしている職員について、第１号子育て部分休暇の申請があった場

合 

  ⑵ 第１号部分休業に係る申出（申出内容の変更による場合を含む。）

をしている職員について、第２号子育て部分休暇の申請があった場

合 

  第３０条の３第５項を同条１１項とし、同条第４項中「申請」の次に

「、第２項申出及び第３項変更」を加え、同項を同条第１０項とし、同

条第３項中「養育を必要とする事由を確認する必要があると認めるとき

は、」を「次の各号に掲げる場合にあっては、当該各号に係る」に改め、

同項に次の２号を加える。 

  ⑴ 養育を必要とする事由を確認する必要があると認める場合 

  ⑵ 第２項申出時に予測することができなかった事実が生じたことに

より第３項変更をしなければ当該子育て部分休暇に係る子の養育に

著しい支障が生じるか否かを判断するため必要があると認める場合 



  第３０条の３第３項を同条第９項とし、同条第２項中「職員の育児休

業等に関する条例第１５条の規定による」を削り、「子育て部分休暇」

を「第１号子育て部分休暇」改め、同項を第６項とし、同項の次に次の

２項を加える。 

 ７ 第２項第２号に掲げる範囲内で申請する子育て部分休暇（以下「第

２号子育て部分休暇」という。）の承認は、１時間を単位として行う

ものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、当該各号に

定める時間数の第２号子育て部分休暇を承認することができる。 

  ⑴ １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある

場合であって、当該勤務時間の全てについて申請があったとき 当

該勤務時間の時間数 

  ⑵ 第２号子育て部分休暇の残時間数に１時間未満の端数がある場合

であって、当該残時間数の全てについて申請があったとき 当該残

時間数 

 ８ 職員の育児休業等に関する条例第１５条の２の規定による部分休業

（以下「第２号部分休業」という。）の承認を受けて勤務しない時間

がある職員に対する第２号子育て部分休暇の承認については、第２項

第２号に掲げる時間から、当該第２号部分休業の承認を受けて勤務し

ない時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

  第３０条の３第１項の次に次の４項を加える。 

 ２ 条例第１８条の３第１項に規定する子育て部分休暇（以下「子育て

部分休暇」という。）の申請をしようとする職員は、毎年４月１日か

ら翌年３月３１日までの期間ごとに、あらかじめ、次の各号に掲げる

範囲内のうちいずれの範囲内で当該期間における子育て部分休暇を申

請するかを教育委員会に申し出るものとする。 

  ⑴ １日につき２時間を超えない範囲内 

  ⑵ １年につき７７時間３０分を超えない範囲内 

 ３ 前項の規定による申出（以下「第２項申出」という。）をした職員

は、配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したこ



とその他当該申出時に予測することができなかった事実が生じたこと

により当該申出内容の変更（以下「第３項変更」という。）をしなけ

れば当該職員の子の養育に著しい支障が生じると教育委員会が認める

場合に限り、当該申出の内容を変更することができる。 

 ４ 第２項申出をした職員は、当該申出をした範囲内（第３項変更をし

た場合にあっては、その変更後の範囲内）において、子育て部分休暇

を申請することができる。 

 ５ 第２項第１号に掲げる範囲内で申請する子育て部分休暇（以下「第

１号子育て部分休暇」という。）の承認は、３０分を単位として行う

ものとする。 

  別記第１１号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申出対象期間

所属

続柄等 生年月日

○○年○○月○○日

申出の内容 (①又は②を記入)

変更後の内容 (①又は②を記入) 変更が必要な事情 特別の事情の有無 (有又は無を記入) 係長印 承認権者印

変更後の内容 (①又は②を記入) 変更が必要な事情 特別の事情の有無 (有又は無を記入) 係長印 承認権者印

４ 備 考

別記第11号様式（第30条の３関係）

　　　年度

子 育 て 部 分 休 暇 簿

氏名

１ 申請に係る子

氏名

２ 申出

申出月日
※申出の内容(変更後の内容も共通)
① １日につき２時間を超えない範囲内 （第１号子育て部分休暇）
② １年につき規則で定める時間(10日相当)を超えない範囲内（第２号子育て部分休暇）

　　　月　　　日

３ 変更(第１回目)

変更月日

　　　月　　　日

３ 変更(第２回目)

変更月日

　　　月　　　日

(注)
　第１号子育て部分休暇の申請は別紙１、第２号子育て部分休暇の申請は別紙２を用いること。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１

年度

※

毎日／ 曜日等 申請者印 係長印 承認権者印

1 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　月　　日

2 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　月　　日

3 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　月　　日

4 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　月　　日

5 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　月　　日

6 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　月　　日

7 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　月　　日

8 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　月　　日

9 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　月　　日

10 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　月　　日

第１号子育て部分休暇の申請の場合

承　　　認

　から

　から

整理番号

　　　　　　　　　子育て部分休暇の申請をする期間
※

  申請月日

(※職員は印の欄を記入のうえ、申請者印の欄に押印する。)

出勤簿

整　理 備 考
月　　　日 時　　　間

　から

　から

　から

　から

　から

　から

　から

　から



 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２

※

申請者印 係長印 承認権者印

1 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　時間　　分 　　時間　　分 　　月　　日

2 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　時間　　分 　　時間　　分 　　月　　日

3 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　時間　　分 　　時間　　分 　　月　　日

4 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　時間　　分 　　時間　　分 　　月　　日

5 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　時間　　分 　　時間　　分 　　月　　日

6 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　時間　　分 　　時間　　分 　　月　　日

7 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　時間　　分 　　時間　　分 　　月　　日

8 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　時間　　分 　　時間　　分 　　月　　日

9 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　時間　　分 　　時間　　分 　　月　　日

10 　　月　　日 　　月　　日 まで 　　時　　分 　から 　　時　　分 まで 　　時間　　分 　　時間　　分 　　月　　日

　から

　から

　から

(※職員は印の欄を記入のうえ、申請者印の欄に押印する。)

第２号子育て部分休暇の時間数　　　　　　　　時間　　　　　　　分
※

  残時間数

※

 申請時間数
月　　　日 時　　　間

　から

　から

　から

　から

　から

　から

　から

整理番号

　　　　　　子育て部分休暇の申請をする期間
※

  申請月日

承　　　認
出勤簿
整　理 備 考

第２号子育て部分休暇の申請の場合

年度



   付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 （施行前の準備） 

２ この規則による改正後の幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）第３０条の

３の規定による子育て部分休暇の申出及び当該申出内容の変更並びに

申請は、この規則の施行の日前においても行うことができる。 

   

（提案理由） 

  育児休業法の改正に伴い、子育て部分休暇を拡充する必要がある。 
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幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則 新旧対照表 

 

新 旧 

○幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則 ○幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則 

平成12年３月27日東京都板橋区教育委員会規則第５号 平成12年３月27日東京都板橋区教育委員会規則第５号 

第１条～第13条 略 

（年次有給休暇の繰越し） 

第１条～第13条 略 

（年次有給休暇の繰越し） 

 第14条 略  第14条 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 勤務実績を算定する場合において、次に掲げる期間は、勤務した日数と

みなす。 

４ 勤務実績を算定する場合において、次に掲げる期間は、勤務した日数と

みなす。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 条例第15条、第16条（日を単位とする場合を除く。）、第17条、  

 第18条及び第18条の３の規定による休暇により勤務しなかった期間 

(２) 条例第15条、第16条（日を単位とする場合を除く。）、第17条及び

第18条＿＿＿＿＿＿＿の規定による休暇により勤務しなかった期間 

(３)～(８) 略 (３)～(８) 略 

第14条の２～第30条 

 （介護時間） 

第14条の２～第30条 

 （介護時間） 

第30条の２ 略 第30条の２ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 職員の育児休業等に関する条例（平成４年板橋区条例第３号）第15条の

規定による部分休業（以下「第１号部分休業」という。）又は次条第４項

に規定する第１号子育て部分休暇   の承認を受けて勤務しない時間が

ある職員に対する介護時間の承認については、１日につき２時間から当該

第１号部分休業又は当該第１号子育て部分休暇の承認を受けて勤務しない

時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

３ 職員の育児休業等に関する条例（平成４年板橋区条例第３号）第15条の

規定による部分休業（以下「第１号部分休業」という。）又は条例第18条

の３第１項の規定による子育て部分休暇の承認を受けて勤務しない時間が

ある職員に対する介護時間の承認については、１日につき２時間から当該

第１号部分休業又は当該   子育て部分休暇の承認を受けて勤務しない

時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

４～７ 略 ４～７ 略 

（子育て部分休暇） （子育て部分休暇） 
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新 旧 

第30条の３ 条例第16条の３第１項の区規則で定める子は、次の各号のいず

れかに該当する者であって、満６歳に達する日の翌日以後の最初の４月１

日から満18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある当該職員の

子とする。 

第30条の３ 子育て部分休暇は、１日につき２時間を超えない範囲内で、30   

 分を単位として承認する。                                               

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿                                  

 ＿＿＿＿ 

(１)  身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）に基づく身体障害者手

帳、厚生労働大臣が定めるところにより交付された療育手帳若しくは東

京都知事の定めるところにより交付された愛の手帳又は精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）に基づく精神障害者

保健福祉手帳の交付を受けている者 

本号追加 

(２)  治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法

室第123号）第４条第１項の政令で定めるものによる障害の程度が同項の

主務大臣が定める程度である者 

本号追加 

２ 条例第18条の３第１項に規定する子育て部分休暇（以下「子育て部分休

暇」という。）の申請をしようとする職員は、毎年４月１日から翌年３月

31日までの期間ごとに、あらかじめ、次の各号に掲げる範囲内のうちいず

れの範囲内で当該期間における子育て部分休暇を申請するかを教育委員会

に申し出るものとする。 

本項追加 

(１) １日につき２時間を超えない範囲内  

(２) １年につき77時間30分を超えない範囲内  

３ 前項の規定による申出（以下「第２項申出」という。）をした職員は、

配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他

当該申出時に予測することができなかった事実が生じたことにより当該申

出内容の変更（以下「第３項変更」という。）をしなければ当該職員の子

の養育に著しい支障が生じると教育委員会が認める場合に限り、当該申出

の内容を変更することができる。 

本項追加 
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新 旧 

４ 第２項申出をした職員は、当該申出をした範囲内（第３項変更をした場

合にあっては、その変更後の範囲内）において、子育て部分休暇を申請す

ることができる。 

本項追加 

５ 第２項第１号に掲げる範囲内で申請する子育て部分休暇（以下「第１号

子育て部分休暇」という。）の承認は、30分を単位として行うものとする。 

本項追加 

６ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿第１号部分休業、条

例第17条第１項の規定による育児時間又は条例第18条の２第１項の規定に

よる介護時間の承認を受けて勤務しない時間がある職員に対する第１号子

育て部分休暇の承認については、１日につき２時間から当該第１号部分休

業、当該育児時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じ

た時間を超えない範囲内で行うものとする。 

２ 職員の育児休業等に関する条例第15条の規定による第１号部分休業、条 

 例第17条第１項の規定による育児時間又は条例第18条の２第１項の規定に

よる介護時間の承認を受けて勤務しない時間がある職員に対する＿＿＿子

育て部分休暇の承認については、１日につき２時間から当該第１号部分休

業、当該育児時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じ

た時間を超えない範囲内で行うものとする。 

７ 第２項第２号に掲げる範囲内で申請する子育て部分休暇（以下「第２号

子育て部分休暇」という。）の承認は、１時間を単位として行うものとす

る。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、当該各号に定める時間数

の第２号子育て部分休暇を承認することができる。 

本項追加 

(１) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場

合であって、当該勤務時間の全てについて申請があったとき 当該勤務

時間の時間数 

 

(２) 第２号子育て部分休暇の残時間数に１時間未満の端数がある場合で

あって、当該残時間数の全てについて申請があったとき 当該残時間数 

 

８ 職員の育児休業等に関する条例第15条の２の規定による部分休業（以下

「第２号部分休業」という。）の承認を受けて勤務しない時間がある職員

に対する第２号子育て部分休暇の承認については、第２項第２号に掲げる

時間から、当該第２号部分休業の承認を受けて勤務しない時間を減じた時

間を超えない範囲内で行うものとする。 

本項追加 

 

９ 教育委員会は、子育て部分休暇について、次の各号に掲げる場合にあっ３ 教育委員会は、子育て部分休暇について、養育を必要とする事由を確認
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ては、当該各号に係る     証明書等の提出を求めることができる。 する必要があると認めるときは、証明書等の提出を求めることができる。 

(１) 養育を必要とする事由を確認する必要があると認める場合 本号追加 

(２) 第２項申出時に予測することができなかった事実が生じたことによ

り第３項変更をしなければ当該子育て部分休暇に係る子の養育に著しい

支障が生じるか否かを判断するため必要があると認める場合 

本号追加 

10 子育て部分休暇の申請、第２項申出及び第３項変更は、別記第 11号様式

及び別記第 11号様式の２により行うものとする。 

４ 子育て部分休暇の申請＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿は、別記第11号様式

及び別記第11号様式の２により行うものとする。 

11 教育委員会は、子育て部分休暇の申請について、条例第18条の３第１項

に定める場合に該当すると認めるときは、これを承認しなければならない。

ただし、当該申請に係る期間のうち公務の運営に支障がある日又は時間に

ついては、この限りでない。また、次の各号に掲げる場合については、承

認することが                            

                                で 

きない。 

５ 教育委員会は、子育て部分休暇の申請について、条例第18条の３第１項

に定める場合に該当すると認めるときは、これを承認しなければならない。

ただし、当該申請に係る期間のうち公務の運営に支障がある日又は時間に

ついては、この限りでない。また、職員の育児休業等に関する条例第15条

の２に規定する第２号部分休業に係る申出（申出内容の変更による場合を

含む。）をしている職員については、子育て部分休暇を承認することはで

きない。 

(１) 第２号部分休業に係る申出（申出内容の変更による場合を含む。）

をしている職員について、第１号子育て部分休暇の申請があった場合 

本号追加 

(２) 第１号部分休業に係る申出（申出内容の変更による場合を含む。）

をしている職員について、第２号子育て部分休暇の申請があった場合 

本号追加 

12 略 ６ 略 

13 同右 ７ 教育委員会は、次に掲げる事由があるときは、子育て部分休暇の承認を

取り消すものとする。 

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略 

(４) 子育て部分休暇（条例第18条の３第１項の教育委員会規則で定める

子を養育する場合に限る。）に係る子が第１項各号に掲げる場合に該当

しなくなったとき（当該子が満12歳に達する日以後の最初の４月１日か

ら満18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にあるときに限

本号追加 
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る。）。 

(５) 職員が第３項変更をしたとき。 本号追加 

14 略 ８ 略 

以下略 以下略 

 


